
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府最低賃金を４１円引上げ 時間額１,０６４円に 

 

 

 

 大阪地方最低賃金審議会（会長：衣笠 葉子）は、大阪労働局長（木原 亜紀

生）に対し、大阪府最低賃金を４1 円引き上げ、時間額 1，0６４円に改正する

ことが適当であるとの答申を行いました。 

 

１ 大阪地方最低賃金審議会は、本年 7 月４日に大阪労働局長から、大阪府下

の全労働者に適用される「大阪府最低賃金」（地域別最低賃金）の改正につい

ての諮問を受け、審議を重ねた結果、8 月７日、現行の最低賃金額１，０２３

円から４1 円引き上げ（引上げ率４．０％）、1，0６４円に改正することが適

当であるとの答申を行いました。 

効力発効の日は、令和５年 10 月 1 日の予定です。 

 

２ この「４1 円」の引上げ額は、中央最低賃金審議会の「令和５年度地域別最

低賃金額改定の目安について（答申）」において示された目安どおりの金額で

す。 

 

３ 大阪労働局としては、この答申を踏まえ、本年度の大阪府最低賃金の改正に

係る手続きを進めてまいります。 
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令和５年８月７日 

 

 

大 阪 労 働 局 長 

    木原 亜紀生 殿 

 

 

                       大阪地方最低賃金審議会 

                        会 長   衣笠 葉子 

 

 

大阪府最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 本審議会は、令和５年７月４日付け大労発基 0704 第１号をもって貴職から諮問の

あった大阪府最低賃金の改正決定について、設置した専門部会において、公労使代表

委員が「労働者の生計費」、「賃金」、「通常の事業の賃金支払能力」という三要素を踏

まえて審議を行った。大阪の状況を概観するとともに、「新しい資本主義のグランド

デザイン及び実行計画 2023 改訂版」（令和５年６月 16 日閣議決定）及び「経済財政

運営と改革の基本方針 2023」（同日閣議決定）に配意し、中央最低賃金審議会の目安

に関する公益委員見解を参酌し、各種資料、最低賃金に関する実態調査、参考人から

の意見聴取、事業場実地視察（オンライン）等の結果を参考に、同部会において、慎

重に審議を重ねたが、改正最低賃金額及び効力発生の日については労使の意見の一

致に至らず、公益委員見解をもって、別紙のとおりとする結論に達したのでここに答

申する。 

 

（公益委員見解） 

公益委員は、本年度の大阪府最低賃金の改正金額を検討するにあたり、緩やかに景

気は回復しているものの、円安傾向、原材料費高騰が続き、特に中小企業・小規模事

業者の価格転嫁がいまだ不十分な状況を踏まえつつ、労働者の生活の安定を図るこ

と、とりわけ、最低賃金近傍で働く多くの女性及び有期雇用・短時間労働者等の処遇

を改善し、最低賃金引上げの効果を広く波及させることに留意して、三要素につき特

に次の点を注視した。 

労働者の生計費については、消費者物価指数が高い水準で推移していること、勤労

者世帯の消費支出が上昇していること、労働者の賃金については、実態調査等各種統

計資料に基づく賃金上昇率が前年を上回ること、春季賃上げ妥結状況における上昇

率が高い水準となったこと、通常の事業の賃金支払能力については、企業物価指数が
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引き続き高い水準であること、中小企業の業況判断は昨年から改善がみられるもの

のマイナス圏での推移であること、以上を総合的に勘案し改正金額に係る公益委員

見解を導いた。 

 効力発生の日については、改正最低賃金額の効果を速やかに波及させるために、令

和５年 10月１日とした。 

 

 なお、今回の答申にあたっては、中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げしやす

い環境整備の必要性が労使共通の認識であり、「成長と分配の好循環」と「賃金と物

価の好循環」を実現するためにも、大阪府最低賃金の改正がエネルギー価格や原材料

費等の高騰といった企業経営を取り巻く環境、とりわけ、労務費や原材料・エネルギ

ー価格などの企業物価の高騰を十分に価格転嫁できない中小企業・小規模事業者の

賃金支払能力に与える影響を踏まえ、関係省庁が連携して、賃金引上げの環境整備の

ため、生産性向上に向けた設備投資の更なる支援や取引条件の改善等以下の支援策

の早急な実施を政府及び大阪労働局に強く要望する。 

 

（政府への要望） 

① 賃金引上げに見合った助成金の給付等業務改善助成金をはじめ、生産性向上

のための事業再構築補助金等の施策について更なる特例的な要件緩和・拡充を

早急に行うことはもとより、直接的な新たな支援策を実施すること 

② 中小企業・小規模事業者の賃上げ実現に向けて、賃上げ税制や補助金等におけ

る賃上げ企業の優遇、特に、赤字法人においても賃上げを促進するため、課題を

整理した上で、控除額を翌年へ繰り越す等税制を含めて更なる政策を検討する

こと 

③ ①及び②について、効果的に実施するため、十分な予算措置を行うこと 

④ 下請取引の適正化については、「パートナーシップによる価値創造のための転

嫁円滑化施策パッケージ」（令和３年 12 月）・「改正振興基準」（令和４年７月）

に基づき、中小企業・小規模事業者が賃上げの原資を確保できるよう、労務費、

原材料費、エネルギーコストの上昇分の適切な価格転嫁に向けた環境整備のた

め、政府主導で実効性のある取組を行うこと 

⑤ 上記の取組の措置状況について、本審議会において随時報告すること 

 

（大阪労働局への要望） 

① 大阪府における未満率の解消に向けて、最低賃金の的確で効果的な周知広報、

履行確保を行うこと 

② 支援を必要としている中小企業等に対する生産性向上等の支援措置について

は、可能な限り多くの企業が各種の助成金を受給できるように関係省庁と一体
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となり、実効性のある利活用の促進、支援に努めること。特に、各種支援策を必

要とする中小企業等に対し、効果的な周知広報と一層の利活用を促進すること 

③ 行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、当該業務委託先による

最低賃金の履行確保に支障が生じることのないよう、行政機関に対して取組強

化を要請すること 

④ 下請取引の適正化については、関係省庁と連携体制を構築し、公正な取引慣行

の確立、関係法令遵守の徹底を図ること。特に、最低賃金の履行確保の監督を行

う１月から３月までの集中取組期間において最低賃金の遵守徹底を図るととも

に、賃金の引上げについて適正に実施されるよう、賃金引上げや価格転嫁対策関

連の施策の紹介を行うこと 

⑤ 上記①から④を効果的かつ的確に実施するために、十分な予算確保に取り組

むとともに、実施体制の強化を図ること 

⑥ 以上の取組状況については、実効性のある実施計画を作成し、公表するととも

に、履行確保の状況及び効果の検証を併せて行い、本審議会において随時報告す

ること 

 

 

 



 

 

                                別紙 

大 阪 府 最 低 賃 金 

 

 １ 適用する地域 

   大阪府の区域内 

 

 ２ 適用する使用者 

   前号の地域内で事業を営む使用者 

 

 ３ 適用する労働者 

   前号の使用者に使用される労働者 

 

 ４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

   １時間 1,064 円  

 

 ５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

   精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

  

６ 効力発生の日  

   令和５年 10 月 1日 

 

 

 

 

 

 



（参考） 

 

１ 答申のあった時間額             １，０６４円 

 

２ 現行の時間額                １，０２３円 

   

３ 引上げ額                     ４１円 

   

４ 引上げ率                   ４．０１％ 

   

５ 賃金の引上げが必要な労働者数（※１）  約２７１，０００人 

 

６ 地域別最低賃金額の推移（別紙） 

 

７ 地域別最低賃金決定の仕組み（別紙） 

 

８ 影響率（※１）（※２）              ２３．４％ 

 

 
（※１）令和５年６月分賃金を対象に実施した「最低賃金に関する実態調査」に基づく数字であ

る。なお、調査対象事業所は「製造業」及び「情報通信業」は１００人未満、「卸売業, 

小売業」、「学術研究, 専門・技術サービス業」、「宿泊業, 飲食サービス業」、「生活関連

サービス業, 娯楽業」、「医療, 福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」は３０人

未満の常用労働者を雇用する民営事業所。 

（※２）影響率とは、指定賃金額を改正した後に、改正後の最低賃金額を下回ることとなる労働

者の割合のこと 
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別紙

年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

時間額 ７０４円 ７０８円 ７１２円 ７３１円 ７４８円 ７６２円 ７７９円 ７８６円 ８００円 ８１９円

引上げ額
（時間額）

１円 ４円 ４円 １９円 １７円 １４円 １７円 　　７円 　　１４円 １９円

引上げ率 0.14% 0.57% 0.56% 2.67% 2.33% 1.87% 2.23% 0.90% 1.78% 2.38%

年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

時間額 ８３８円 ８５８円 ８８３円 ９０９ 円 ９３６円 ９６４円 ９６４円 ９９２円 １,０２３円 １,０６４円

引上げ額
（時間額）

１９円 ２０円 ２５円 ２６円 ２７円 ２８円 ０円 ２８円 ３１円 ４１円

引上げ率 2.32% 2.39% 2.91% 2.94% 2.97% 2.99% 0% 2.90% 3.13% 4.01%

地域別最低賃金額の推移



        ■  最低賃金審議会の調査審議に基づく地域別最低賃金決定の仕組み

　都道府県労働局長が行う事項

　最低賃金審議会が行う事項

　労働者又は使用者が行う事項

　 (5.8.7)

（5.7.4）  （5.7.4）    (5.8.7) 　 　提出期限     （5.8.23）　　　（5.8.23） 　　　（5.9.1） （5.10.1）
    (5.8.22)       予定　　　　　　　予定 　　　　予定 　　予定

(注）
労働者又は使用者が異議を申し出る場合には、異議の内容及び理由を記載した異議申出書を公示のあった日から15
日以内(審議会方式による場合)に都道府県労働局長に提出することにより行うこととされている。
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